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【開催日】 平成３０年３月６日 

【開催場所】 議場 

【開会・散会時間】 午後３時３０分～午後４時３５分 

【出席委員】 

委 員 長 矢 田 松 夫 副 委 員 長 河 野 朋 子 

委   員 伊 場   勇 委   員 大井 淳一朗 

委   員 岡 山   明 委   員 奥   良 秀 

委   員 河 﨑 平 男 委   員 笹 木 慶 之 

委   員 水 津  治 委   員 杉 本 保 喜 

委   員 髙 松 秀 樹 委   員 恒 松 恵 子 

委   員 中 岡 英 二 委   員 中 村 博 行 

委   員 長谷川 知司 委   員 藤 岡 修 美 

委   員 松 尾 数 則 委   員 宮 本 政 志 

委   員 森 山 喜 久 委   員  山 田 伸 幸 

委   員 吉 永 美 子   

 

【欠席委員】 

 なし 

 

【委員外出席議員等】 

議   長 小 野   泰   

 

【執行部出席者】 

副   市   長 古 川 博 三 総 合 政 策 部 長 川 地   諭 

財 政 課 長 篠 原 正 裕 財政課課長補佐 山 本   玄 

財政課調整係長 鈴 木 一 史 企 画 課 長 河 口 修 司 

企画課課長補佐 河 田 圭 司 企 画 課 主 査 杉 山 洋 子 

企 画 課 主 査 村 田  浩 企画課企画係主任 宮 本   渉 

 

【事務局出席者】 

事 務 局 長 中 村   聡 主査兼庶務調査係長 島 津 克 則 

議 事 係 長 中 村 潤之介 書    記 原 川 寛 子 

書    記 梅 野 貴 裕   

 

【付議事項】 

１ 議案第１６号 平成３０年度山陽小野田市一般会計予算について 
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午後３時３０分 開会 

 

 

矢田松夫委員長 ただいまから一般会計予算決算常任委員会を開会いたします。

先ほどの本会議で、当委員会に付託された議案第１６号、平成３０年度

山陽小野田市一般会計予算の審査方法については、事業審査を中心に行

います。事業についての資料を執行部に提出を求め、皆様にお配りして

おりますので、まずは、その資料について執行部の説明を求めます。 

 

河口企画課長 平成３０年度の総括説明の前に、まず、昨年、市議会が平成２

９年度山陽小野田市一般会計補正予算（第２回）の議決及び平成２８年

度山陽小野田市一般会計歳入歳出決算の認定に際して、附帯決議を議決

されたことにつきまして、その内容と対応をお手元に資料として配布し

ております。Ａ４両面１枚で、附帯決議の内容、対応、担当課を記載し

ております。当該資料をもって報告に代えさせていただきます。続きま

して、一般会計予算決算常任委員会の審査に先立ち、審査資料となって

おります事務事業調書について御説明しますので、企画課から提出した

Ａ４の資料１、「事務事業調書の記入例」を御覧ください。御存じのよ

うに総合計画は、基本構想、基本計画、実施計画で構成されています。

事務事業調書は、この実施計画の下で、実施計画の取組方針に沿って実

施する個別具体的な事務事業について作成します。この調書は３年間の

計画で、毎年見直しを行っています。事務事業調書に記載する内容とし

ては、資料１の表面の上から総合計画の施策体系における位置付けとし

て、大項目の欄に章、中項目の欄に施策、小項目の欄に基本事業を、そ

の下に実施計画名及び事務事業名を記載します。その下に事業概要、事

業の対象、手段、意図、その下に活動指標、成果指標を記載します。そ

の下の評価のところは後ほど御説明します。裏面に移りまして、事業期

間や予算費目、その下に事業費の支出内訳及び国庫支出金、地方債など

の財源内訳、その下に「国庫支出金・県支出金の名称及び所管部署」、

「予算支出の根拠となる法律・条例・規則・要綱等の名称」を記載しま

す。表面に戻っていただき、先ほど飛ばした１番下にある評価のところ

は、妥当性、有効性、効率性の三つの視点から事業の評価を行い、担当

課が企画課へ提出します。企画課は、各課から提出された事務事業調書

の内容について、ヒアリングなどを行った上で、臨時的経費の予算要求

となる事務事業についてのみ、三つの視点から一番右側の評価点の案を

作成し、市長決裁を受けて評価を確定しています。この評価点が財政課

へ予算要求をするときの資料となります。この事務事業調書を作成する
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ことで、総合計画で示した施策の目的を達成するために必要な事業を具

体的に示すことができ、また限られた財源を有効活用するために計画的

な取組を行うことができます。次に今お話しました妥当性、有効性、効

率性の三つの視点からの評価について、御説明しますので、Ａ３の資料

２「事務事業の評価表」を御覧ください。この評価は総合計画に掲げる

将来都市像の実現に向けて、重要性や優先性の高い事業を統一した基準

に基づいて判断するために行うものです。平成３０年度の予算要求に先

立つ事業の評価は、こちらに記載している三つの視点と九つの評価項目

に基づき行いました。まず、表の一番左を御覧ください。上から順に、

視点、評価項目、内容、５点、３点、１点と見ていきます。まず、１番

上の「視点」の行は、妥当性、有効性、効率性の三つの視点を掲げ、そ

の下に視点ごとに三つの評価項目を定めています。「内容」の行は、そ

の評価項目で検討する内容を示し、これより下の５点、３点、１点の各

行は、評価項目における配点及び配点ごとに該当する要件を示しており、

対象となる事業に評価項目を当てはめて、評価点を決定します。例えば、

一番左の「妥当性」の視点における「目的の妥当性」の評価項目を見て

みますと、この評価項目では「内容」の欄に記載していますとおり、目

的が総合計画の趣旨に沿い、事務事業の意図が住民ニーズを踏まえてい

るかという点を評価します。事業の目的や意図の達成が総合計画の施策

に沿うこと、かつ、これを望む住民ニーズが高いと示すことのできる事

業であれば５点、目的や意図の達成が総合計画の施策に沿う事業であれ

ば３点、既に目的や意図を達成しているため終了を検討すべき事業又は

過去３年間の目的や意図の達成度が低いまま推移している事業であれば

１点を評価点とします。また、施策体系外の事業につきましては、事務

を行う上で必要性が高い事業を５点、必要性が認められる事業を３点、

必要性が低い事業を１点としています。なお、施策体系外の事業とは、

市が実施する事業のうち、総合計画の施策体系に組み入れることが適当

でないもの、具体的には、市が政策を推進する権限を有さない事業、例

えば、戸籍法に基づく出産や婚姻などの戸籍に関する届出の事務や選挙

に関する事務などがあります。そのほかにも市の内部における管理業務

に属する事業が含まれます。こうした事業は、施策体系外事業として位

置付け、資料１の事務事業調書では、一番上の施策体系の大項目に「施

策体系外」と記載し、整理しています。では、ほかの評価項目の内容に

ついて、順に御説明します。「妥当性」の「自治体関与の妥当性」の評

価項目は、「内容」の欄に記載していますとおり、市が関与する、つま

り職員人件費又は予算を支出するべきものかという点を、例えば、法令

等による義務付けか定められたものかなどで評価します。「対象（受益
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者）の妥当性」の評価項目では、対象者や受益者の範囲は、住民ニーズ

や目的、意図の達成に照らして、適切かという点を評価します。次に評

価表の中央にあります「有効性」の視点です。「事業の優先度」の評価

項目は、他の事業と比較して、優先的に実施すべき理由があるかという

点を、例えば、国、県の主要事業で市が実施することの必要性の程度や

市民生活の安全確保に関する事業の緊急性などで評価をします。「類似

事業の存在」の評価項目は、他の実施機関、市以外の団体が同種、同類

の事業を行っていないかという点を評価します。「個別計画・政策との

整合性」の評価項目は、計画的に実施すべき事業または国、県、市の政

策に合致する事業かという点を評価します。最後に評価表の右にありま

す「効率性」の視点です。「実施主体の適正化」の評価項目は、民間委

託や指定管理者制度の導入など、事務事業の実施主体を変更することに

より、事務事業の質を維持できるか、または向上させつつ経費を削減で

きるかという点を評価します。「受益者負担の適正化」の評価項目は、

受益者負担を適正に求めているかどうかという点を評価します。「コス

ト効率」の評価項目は、事務事業の過程に無駄はないか、業務の改善に

より、成果を落とさずにコスト削減が可能か、特定財源を検討している

かという点を評価します。次に、評価項目に対する配点について御説明

します。「妥当性」に関する三つの評価項目と「有効性」における「事

業の優先度」、すなわち左から四つ目までの評価項目については、それ

ぞれ５点、３点、１点とし、続く「類似事業の存在」については存在の

有無によって５点、１点とし、「個別計画・政策との整合性」について

は、整合性の有り無しによって５点、３点とし、「効率性」の三つの評

価項目については３点、１点とし、全事業を一律に３９点満点で評価す

ることで事業を比較しやすくしています。なお、妥当性、有効性よりも

財源に関係する視点である効率性の配点を低くした理由は、事業におけ

る妥当性、有効性をより重視して事業の選択を行いたいという考えによ

るものです。以上に基づき、担当課が評価を行って提出した事務事業調

書について、臨時的経費に係る予算要求前の１０月から１１月にかけて、

企画課で臨時的経費に係る全事業の評価点を算出し、市長決裁で評価を

確定します。ただし、今年度につきましては、第二次総合計画の策定及

び財政計画の資料とするため、通常より早い９月に臨時的経費に係る全

事業の評価点を算出し、一旦、評価を決定しました。その後、国、県か

ら制度改正等の通知があり、追加して実施する必要性が出てきた事業等

について１２月に追加で評価を行いました。このたびは、およそ６５０

事業の評価を行っており、１２月上旬の各課から財政課への平成３０年

度の臨時的経費の予算要求は、評価点が合計３３点以上の事業に絞って
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行われたところです。なお、妥当性、有効性、効率性の三つの視点の評

価につきまして、経常的経費については、担当課のみが評価を行い、企

画課は評価を行いません。このため、企画課評価欄は空欄となっていま

す。一方、臨時的経費については、担当課が評価を行い、企画課評価の

後、最終的に市長が評価を確定します。よって、担当課評価は意思形成

過程のものとなりますので、このたび提出している事務事業調書では黒

塗りとし、非公開としています。簡単ではありますが、事務事業調書及

びその評価の説明については以上です。今後につきましても効果的な事

業評価を実施できるよう、様式については、改善を図っていきたいと考

えております。説明は以上です。 

 

矢田松夫委員長 事業の審査は各分科会で行いますが、様式や資料の見方等で

質疑がありましたら、ここでお願いします。 

 

大井淳一朗委員 意思形成過程ということで黒塗りになっていますが、中には

成人保健事業等、黒塗りになっていないものもありますが、これはどう

いうことですか。事業評価調書の９９ページです。 

 

河口企画課長 大変申し訳ありません。黒塗りする予定でしたが抜けていまし

た。 

 

大井淳一朗委員 担当課評価と企画課評価のことです。担当課が高い評価をし

たのに、企画課がドライにしているということで指摘されますが、担当

課と企画課が違う評価になった場合、どちらを優先するのかお答えくだ

さい。 

 

河口企画課長 担当課が是非やりたい事業ということで、評価表にのっとって

付けているとは思いますが、企画としてもヒアリングをする中で、その

事業がどうなのかということも、もう一度洗い出しながら、協議をし、

評価をしています。優先性については、担当課では優先性が高いという

ことで出してきていますが、市全体の中での優先性がどういう位置付け

にあるかということは企画の中で検討し、企画課評価を最終的な評価と

して、市長に説明し、確定しています。 

 

大井淳一朗委員 例えば９７ページを見ますと、企画が評価していないからゼ

ロという評価なんですが、企画が評価しなかったということだから、担

当課の評価自体を評価点にすればいいのではないかと思いますが、なぜ
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ここをゼロとするんでしょうか。悪い事業に見えてしまうんですけど。 

 

河口企画課長 経常的経費については担当課だけの評価で、企画は評価しない

ということです。経常は必ずしなくてはいけない事業ですので評価はし

ていませんので、企画課評価はゼロ点になっています。 

 

大井淳一朗委員 企画が評価しない理由は分かります。表現の仕方がゼロなの

はどうかと思います。担当と企画の評価を比べて、最終的な評価がここ

に記載されるということで作られたほうがいいのではないかと思います。

評価点ゼロと記載するよりは、この場合であれば担当課の評価にしたほ

うがいいのではないかという提案ですが、いかがでしょうか。 

 

河口企画課長 基本的な考え方は先ほど申し上げたとおりです。ゼロが入るの

は数値が入る形になっているので、入れなければゼロが出てきます。そ

こをスペースにするなど、今後考えていきたいと思っています。 

 

河野朋子委員 これまで担当課の評価は載せていましたよね。今回から意思形

成過程なので載せないと言われてびっくりしましました。むしろ意思形

成過程を明らかにして、最終的に企画課の評価と照らし合わせて、議会

としては、なぜこういう事業を選んだのかなど、きちんと見せていただ

きたいと思っています。黒塗りにしなくてはいけない理由、意思形成過

程を出してはいけない理由は何ですか。 

 

河田企画課課長補佐 事務事業調書の担当課評価欄を黒塗りにしたことを説明

します。意思形成過程に係る情報といっても、その全てを非公開にする

ことは適切ではないと考えています。むしろ意思形成過程に係る情報で

あっても積極的に公開をするようにと解釈をしています。しかし、なぜ

今回黒塗りにしたかということですが、担当課評価については、企画課

とヒアリングを行う前の、担当課としての評価を記載するもので、その

後、市全体の優先度等を考慮し、評価を進め、市としての最終的な評価

を決定します。様式では企画課評価欄が市としての評価です。最終評価

と作成段階での評価を比較しますと、庁内における協議前のものという

ことですので、精度や内容が未成熟であること、また、一つの事業につ

いて、二つの評価点が存在するということが市民や議員の皆さんの誤解

を招くというおそれがあることも考えています。また、担当課の評価と

企画課の評価が違うことにつきまして、御指摘を受けることで、今後、

庁内における協議において、率直な意見の交換や意思決定の中立性を損
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ねるということも懸念されます。適切な事務事業の評価を行っていくこ

とに支障を来たすのではないかということを考えていますので、市の情

報公開条例に規定する「公開することにより、意思形成に著しい支障が

生じると認められるもの」に該当するとの結論に至り、今回から非公開

にさせていただいたところです。 

 

河野朋子委員 説明を聞いて、ますますよく分からないと思いました。これま

での予算委員会の中で、担当課の評価と企画課の評価が違うじゃないか

という議論が飛び交ったとは思います。担当課としてはどういうところ

を優先しているのか、あるいはどういう事業を優先するという思いがあ

り、評価をしています。それを踏まえて、最終的に企画課として、全体

を見据えた評価と、二段階の評価をきちんと見せていただくほうが市民

には分かりやすいと思います。担当課がどういう評価をしたのか分から

ないというほうが何となく不透明な感じがします。今の説明では納得し

難いし、これまでの評価表について問題があったとは議会から一切指摘

したことはなかったし、むしろ評価が違うという議論はやるべきであり、

あってしかるべきものだと思います。全部が一致するわけではありませ

んし、それを切り口になぜこうなったのかということを議論することは

意味があると思います。情報公開の規定で意思形成過程を公開しないと

いうことに納得がいかないんですが、これは同じ答弁になりますか。 

 

川地総合政策部長 これまで両方の点数が入っていまして、大体数字が違って

いたと思います。私たちは資料２のＡ３の基準に基づき考えています。

担当課の評価もこれに基づいて評価していただきたいのですが、どうし

ても、この基準にプラスして、熱意や要望等が入ってきます。企画とし

ては客観的に見ることが大切です。客観的に見て、ヒアリングの中で協

議し、修正が出てきます。最終的に評価に差異があれば、議論を尽くし、

最終的に点数を決めていきますので、公表するのは企画の点数が客観的

かつ適正な数字だということで、今回そちらに数字を示しているという

ことです。それで御理解をいただきたいと考えています。 

 

山田伸幸委員 この問題は全国的な議論になっているところで、山口県は全国

でもほとんど最下位です。意思形成過程の段階から、いろんな情報を公

開していくというのが全国の大きな流れになっていまして、非常に遅れ

ていると思わざるを得ません。情報公開条例を盾にするなら、それ自体

が間違っていると思っています。違いは違いとしてあっても、担当課の

熱意というのは非常に大切なものだと思います。特に市民によりよい事
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業を提供していきたいという思いを酌み取っていくのが議会の役目でも

あるわけですから、客観的なもの、正しいものと言われるよりは、分か

れたもの、その違いをきちんと評価をしていきたいと思います。できる

だけ意思形成過程の問題を公開していくのが、全国的な大きな流れです

ので、是非とも山陽小野田市は山口県の中で先進を行っていただきたい

と思います。 

 

川地総合政策部長 山口県の県、市町ともにこの辺が遅れているのは新聞報道

で出ています。ただ、違いが一つあります。ほかの市町や県では政策で

出しています。本市の場合は事務事業で出します。１事業ずつ出します。

ほかの県で情報公開しているのは、こういった事業をまとめた、一つ上

の施策を出して、それで判断をされるというところがあります。小さく

見るのか、政策で公表するのか、その辺の違いが出てきます。私たちも

二、三年後に財務会計がしっかりし、公会計がしっかりすれば、政策と

してまとめて、それを公表したいという思いがありますが、今の段階で

は、一つずつが小さく出てしまい、完全に意思形成過程になりますので、

公表しにくいということです。その辺御理解いただきたいと思います。 

 

大井淳一朗委員 そうは言われますけれど、９７ページを見ると、企画が評価

していないものについては担当課の評価が出てくるんです。それとの整

合性はどうなのかということもあります。私は県内で本市だけが情報公

開について劣っているとは思わない。良いところもあるし、悪いところ

もあると思っています。このことに関しては、しっかりと両方の評価を

出して戦わせていく。企画が全て正しいとは思わないし、原課が全て正

しいとも思わないです。それを競い合わせて、より良い事務事業をして

いく。市民の代表である議会の指摘を受けて、さらにそれを修正してい

く。そういう面があって、初めて良いものができると思うんですよね。

原課も一生懸命だし、企画も一生懸命でいいんです。議会も一生懸命や

っていく。それこそ「協創によるまちづくり」になるんじゃないですか。

市民がこれを見てどうこう言うということはないかもしれないけど、場

合によっては、こういうデータを基に、この事業はこうしたらどうかと

いうこともあり得ると思うんですよね。それが「産学公民」の「協創に

よるまちづくり」にも合致すると思うんです。今一度、黒塗りになって

いるところを改めていただければと思いますが、いかがでしょうか。 

 

川地総合政策部長 経常的経費で数字が挙がっているのは、分かりにくいかな

と思います。経常的経費は企画が評価しませんので、原課の数字が挙が
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り、数式上、企画の数字はゼロ点になっていますので、これについては

反省し、今後協議します。臨時的経費については、内部での競争という

意味ではなく、内部での意思統一、意識の共有の中で点数をきちんと決

めたいと思っています。その点数が付いた上で、さらに予算協議があり

ます。企画と担当課が協議し、この事業はこの点でいきますよというこ

とで、今度は予算査定に入ります。その段階で点数が違ってくると、バ

ランスが悪くなって、公平性に欠けるのではないかと思いますし、市民

にも説明がしにくいだろうと考えています。点数に関しては最終的に企

画課協議を経て、市長協議を経て、出た数字を客観的な数字として生か

していきたいと考えています。 

 

大井淳一朗委員 それであれば、企画課評価ではなくて、最終的な市の評価で

いいのではないでしょうか。担当課と企画が協議し、納得した数字を出

せばいいので、それをしっかり出していただければと思います。 

 

川地総合政策部長 様式の変更を検討したいと思います。今期はそこまで行き

着いていなかったので、来年度は皆さんに分かりやすいように様式変更

について協議していきたいと思っています。 

 

河口企画課長 この様式は担当課と企画課の協議の資料という形で、これを作

り上げた経緯があります。今から様式等も変えていかないといけない部

分もありますので、御理解をいただきたいと思います。 

 

矢田松夫委員長 以上で質疑を終わります。次に、執行部に３０年度予算の総

括説明を求めます。 

 

篠原財政課長 平成３０年度山陽小野田市一般会計予算につきまして、総括的

な説明をいたします。お手元の予算書、予算に関する説明書の２ページ

をお開きください。第１条に定めておりますとおり、歳入歳出予算の総

額は、歳入歳出それぞれ２９６億７，６００万円で、前年度当初予算と

比較して１５．０％、５２億３，２００万円の減額となっております。

また、第２条におきまして債務負担行為、第３条におきまして地方債を

定め、第４条におきまして一時借入金の最高額を７０億円としておりま

す。また、第５条におきまして、歳出予算の各項の間に係る経費の流用

範囲を定めております。３ページを御覧ください。第１表歳入歳出予算

の歳入といたしまして、１款市税から、６ページの２１款市債までの款

項の区分ごとの金額を記載しております。また、７ページから歳出とい
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たしまして、１款議会費から、９ページの１３款予備費までの款項の区

分ごとの金額を記載しております。１０ページをお開きください。第２

表債務負担行為といたしまして、共同利用型住民情報系システム更新事

業、以下、１３の事業につきまして、期間及び限度額を設定しておりま

す。１１ページでは、第３表地方債といたしまして、防災設備整備事業

債、以下、２４の地方債につきまして、限度額、起債の方法などを定め

ております。次に、１５ページをお開きください。歳入歳出予算事項別

明細書の総括といたしまして、１５、１６ページでは歳入を、１８、１

９ページでは歳出をまとめて記載しております。それでは、事項別明細

書の歳入につきまして、款項を追って、その概要を御説明いたします。

２０、２１ページをお開きください。１款市税、１項市民税におきまし

ては、３７億２，６５５万７，０００円を計上しております。個人市民

税、法人市民税では、賃金や企業収益の伸びを見込み、増を見込んでお

ります。２項固定資産税におきましては、４９億３，０７０万６，００

０円を計上しております。地価の下落修正などによる土地の減や、家屋

の評価替えなどによる減があるものの、償却資産につきましては、設備

投資の伸びを見込み、増を見込んでおります。また、３項軽自動車税、

２２、２３ページの４項市たばこ税は、税制改正の状況を加味しており、

５項入湯税では、前年度の実績を勘案、６項都市計画税は固定資産税の

動向などを考慮しております。１款市税全体では、対前年度、１．４％、

１億３，１４３万３，０００円増の９８億７５６万１，０００円を計上

しております。２２、２３ページの２款地方譲与税、１項地方揮発油譲

与税、２４、２５ページの２項自動車重量譲与税、３項特別とん譲与税

につきましては、それぞれ国の示す地方財政計画の伸び率や実績見込み

などを勘案しており、２款地方譲与税全体では対前年度２．６％、５０

０万円減の１億８，５００万円を計上しております。２４ページから２

７ページの各種交付金につきましても、地方財政計画や実績見込みなど

を勘案しており、３款１項の利子割交付金は前年度と同額の１，０００

万円、４款１項の配当割交付金は１６．７％、５００万円減の２，５０

０万円、５款１項の株式等譲渡所得割交付金は前年度と同額の１，５０

０万円を計上しております。２６、２７ページの６款１項の地方消費税

交付金は２．０％、２，０００万円増の１０億２，０００万円、７款１

項のゴルフ場利用税交付金は前年度と同額の６，５００万円、８款１項

の自動車取得税交付金は２５．０％、１，０００万円増の５，０００万

円、９款１項の地方特例交付金は１６．７％、５００万円増の３，５０

０万円を計上しております。下段の１０款１項の地方交付税は普通交付

税では、合併算定替えの終了による段階的減少の４年目に当たり、減額
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がありますが、山口東京理科大学薬学部開設に伴う学生数の増加などに

より５５億８，０００万円を見込み、また、特別交付税は前年度同額の

６億７，０００万円を見込み、１０款全体では４．５％、２億７，００

０万円増の６２億５，０００万円を計上しております。２８ページ、２

９ページの１１款１項交通安全対策特別交付金は５．０％、４０万円減

の７６０万円を計上しております。また、１２款分担金及び負担金、１

項分担金では危険ため池改修事業や急傾斜地崩壊対策事業に係る地元分

担金を８０万５，０００円計上し、２項の負担金では保育所運営費負担

金におきまして、私立保育園保護者負担金の増などにより２億９，４５

３万円を計上しており、１２款全体では１．２％、３４８万７，０００

円増の２億９，５３３万５，０００円を計上しております。次に、１３

款使用料及び手数料、１項使用料では公の施設使用料、占用料、行政財

産使用料などの実績を勘案し、３億９，６５５万２，０００円を計上し

ており、３２ページから３５ページの２項手数料におきましても、実績

を勘案するほか、環境衛生センターにおける塵芥処理手数料の減などに

より、１億１，９４０万円を計上しております。また、３項証紙収入は

指定ごみ袋の証紙収入であり、１，７５７万３，０００円を計上してお

ります。１３款全体では５．７％、３，２４６万６，０００円減の５億

３，３５２万５，０００円を計上しております。３６、３７ページの１

４款国庫支出金、１項国庫負担金では国民健康保険基盤安定費や生活保

護費などの減があるものの、自立支援給付費や障害児支援給付費、子ど

ものための教育・保育給付費などの増があり、３１億７９７万３，００

０円を計上しております。３６ページから４１ページの２項国庫補助金

は子ども・子育て支援整備補助金や学校施設環境改善交付金の皆増など

があるものの、学校給食共同調理場建設事業における学校施設改善交付

金の皆減などにより、４億２，１４６万９，０００円を計上しており、

４０、４１ページの３項委託金は国民年金事務費など１，１１１万４，

０００円を計上しております。１４款全体では１．７％、６，０２６万

３，０００円増の３５億４，０５５万６，０００円を計上しております。

４２、４３ページの１５款県支出金、１項県負担金は国民健康保険基盤

安定費などの減があるものの、自立支援給付費や障害児支援給付費、子

どものための教育・保育給付費などの増があり、１１億８，７６５万５，

０００円を計上しております。４２ページから４７ページの２項県補助

金は子ども・子育て支援整備交付金や農業次世代人材投資資金の皆増の

ほか、福祉医療助成費や子ども・子育て支援交付金などの増があるもの

の、青年就農給付金や産地パワーアップ事業費補助金の皆減のほか、乳

幼児医療助成費などの減により、４億６，６１８万７，０００円を計上
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しております。４６ページから４９ページの３項委託金は県議会議員選

挙事務費の皆増のほか、換地業務委託費などの増があるものの、県知事

選挙事務費や都市計画基礎調査事業費の皆減などにより、１億３，１８

１万３，０００円を計上しております。１５款全体では０．９％、１，

６５１万９，０００円減の１７億８，５６５万５，０００円を計上して

おります。次に、５０、５１ページの１６款財産収入、１項財産運用収

入は市有財産の貸付料や基金運用収入等で１，４６１万円を計上し、２

項財産売払収入は市有地の売払収入など、１，１２０万２，０００円を

計上しています。１６款全体では１０．１％、２９０万１，０００円減

の２，５８１万２，０００円を計上しております。次の１７款寄附金、

１項寄附金はふるさと寄附金の増により１００．０％、２，０００万円

増の４，００１万円を計上しております。５０ページから５３ページの

１８款繰入金、１項基金繰入金は財政調整基金繰入金２億７，２５３万

５，０００円、まちづくり魅力基金繰入金４，５９６万２，０００円、

ふるさと支援基金繰入金４，５１０万円、公立大学法人運営基金繰入金

２億３，７５５万９，０００円などで、繰入金全体で６４．８％、１１

億６，２６５万４，０００円減の６億３，１６４万４，０００円を計上

しております。５４、５５ページの１９款１項繰越金は前年度と同額の

３，０００万円を計上しております。また、次の２０款諸収入、１項延

滞金、加算金及び過料は、２，３００万円を計上し、２項市預金利子は

１０万１，０００円を計上しております。５４ページから５７ページの

３項貸付金元利収入では、金融機関預託金元金収入や地域総合整備資金

貸付金元金収入など２億８，０１０万６，０００円を計上しております。

５６ページから６３ページまでの４項雑入は消防団員等退職報償金など

の増があるものの、機械工業振興事業補助金の皆減のほか、福祉医療助

成費高額療養費などの減により、３億１，８７９万５，０００円を計上

しており、２０款全体では４．６％、３，００４万３，０００円減の６

億２，２００万２，０００円を計上しております。６２ページから６７

ページまでの２１款市債、１項市債は市民館整備事業債の皆増のほか、

火葬場整備事業債や小学校整備事業債などの増があるものの、大学校舎

整備事業債や給食施設整備事業債などの減により４８．９％、４４億９，

７２０万円減の４７億１３０万円を計上しております。続きまして、歳

出につきまして、款項ごとに御説明いたします。６８、６９ページをお

開き下さい。６８ページから７１ページの１款議会費、１項議会費では

議員報酬や委員会中継設備に係る機械器具費の増などにより、対前年度

１３．２％、２，７８９万９，０００円増の２億３，９３４万１，００

０円を計上しております。次に、７０ページから１１５ページの２款総
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務費、１項総務管理費は２５億３，６７６万９，０００円を計上してお

ります。７０ページから７７ページまでの１目一般管理費では、退職手

当に係る他会計負担金の皆増があるものの、空家等実態調査に係る調査

委託料の皆減のほか、一般職員給や退職手当の減などがあります。７８

ページから８１ページの４目情報管理費では、改元対応に係る各種シス

テム改修委託料の増、８２ページから８７ページの８目財産管理費では、

財政調整基金積立金の増、８６ページから８９ページの９目企画費では、

総合計画策定に係る計画策定委託料の皆減や転入奨励金の減、８８、８

９ページでは、新たに１０目地域振興費を設定しており、ふるさと支援

基金積立金が増となっています。９８、９９ページの２０目自治会活動

推進費では、自治会館建設補助金の増などがあります。１１２、１１３

ページでは新たに、２９目本庁舎改修事業費を設定し、本庁舎の改修事

業に係る調査設計や地質調査委託料などを計上しており、また、３０目

市民館改修事業費を設定し、市民館改修事業に係る工事請負費などを計

上しております。次に、１１４ページから１１７ページの２項徴税費は

２億３，８４９万１，０００円を計上しており、山陽地区新規路線価付

設業務委託料の皆減や、市税償還金の減、地方税共通納税システムに係

るシステム開発委託料の皆増などがあります。１１８ページから１２１

ページの３項戸籍住民基本台帳費は１億５，４２４万７，０００円を計

上しており、住民基本台帳システム改修や山耕地番解消事業に係る戸籍

のシステム改修委託料の増などがあります。次に、１２０ページから１

２５ページの４項選挙費は３，８２９万７，０００円を計上しており、

県議会議員選挙費の皆増や、市議会議員選挙費、県知事選挙費の皆減な

どがあります。１２４ページから１２７ページの５項統計調査費は１，

３０３万８，０００円を計上しております。１２６ページから１２９ペ

ージの６項監査委員費は１，８９７万５，０００円を計上しております。

また、１２８ページから１３１ページの７項大学費では、地質調査委託

や実験動物飼育業務委託料の皆増などがあるものの、薬学部校舎等建設

工事費や薬学部研究機器類整備事業費などの減により、２５億５，８０

９万７，０００円を計上しております。２款全体では４９．７％、５５

億３５万６，０００円減の５５億５，７９１万４，０００円を計上して

おります。１３２ページから１５１ページまでの３款民生費、１項社会

福祉費は４９億８，５１９万円を計上しております。１３２ページから

１３５ページの１目社会福祉総務費では、国民健康保険特別会計繰出金

の減や、介護保険特別会計繰出金の増、１３４ページから１４１ページ

の２目障害者福祉費は扶助費の福祉医療助成費の減や、就労継続支援Ａ

型・Ｂ型、児童発達支援給付費、放課後等デイサービス給付費などの増、
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１４２、１４３ページの４目後期高齢者医療費では、療養給付費負担金

や後期高齢者医療特別会計繰出金などの増、１４４ページから１４７ペ

ージの６目福祉センター運営費は中央福祉センターに係る耐震診断委託

料が皆減となっています。次に、１５０ページから１６５ページの２項

児童福祉費は４０億１，４９３万円を計上しております。１５２ページ

から１５５ページの２目児童措置費では保育所運営費や私立幼稚園運営

費負担金の増、児童手当の減、１５６ページから１５９ページの４目保

育所費は山陽地区公立保育所整備事業に係る地質調査や設計委託料、用

地購入費の増、１６０、１６１ページの６目児童クラブ費では保育業務

委託料の増などがあります。また、１６２ページから１６５ページでは

新たに、８目子育て支援センター事業費を設定し、１，００８万７，０

００円を計上しております。１６４ページから１６７ページの３項生活

保護費は１４億２，８６５万８，０００円を計上しており、１６６、１

６７ページの２目扶助費では実績勘案などにより、生活扶助費の減や医

療扶助費の増などがあります。また、１６６ページから１６９ページの

４項災害救助費では、４７８万９，０００円を計上しております。３款

全体では５．３％、５億２，９００万９，０００円増の１０４億３，３

５６万７，０００円を計上しております。次に、１６８ページから１８

５ページまでの４款衛生費、１項保健衛生費は２０億９，２８６万６，

０００円を計上しており、１６８ページから１７３ページの１目保健衛

生総務費では産後ケア委託料や産婦健康診査委託料の皆増、１７２ペー

ジから１７５ページの２目予防費は予防接種委託料の減、１７８ページ

から１８１ページの５目環境調査センター費では分析機器購入費の皆減、

１８２ページから１８５ページの７目新火葬場整備費では、外構や解体

に係る設計委託料や施設備品購入費の皆増、建築本体工事費などの増が

あります。１８４ページから１９１ページの２項清掃費は９億５，１７

８万円を計上しており、１８６ページから１８９ページの２目塵芥処理

費ではごみ処理施設運転管理業務委託料や塵芥処理車両の購入費などの

増があり、４款全体では２０．３％、５億１，３５５万７，０００円増

の３０億４，４６４万６，０００円を計上しております。１９０ページ

から１９５ページまでの５款労働費、１項労働諸費は１９０ページから

１９３ページの１目労働諸費におきまして、労働会館空調設備更新事業

費の皆増などがあり、５款全体では、５．７％、３２１万５，０００円

増の５，９５７万１，０００円を計上しております。１９６ページから

２０７ページまでの６款農林水産業費、１項農業費は３億９，４６３万

５，０００円を計上しており、１９８ページから２０１ページの２目農

業総務費では、有線放送局舎解体工事実施設計委託料の皆増、２００ペ
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ージから２０３ページの３目農業振興費で、青年就農給付金や産地パワ

ーアップ事業費補助金の皆減、農業次世代人材投資資金の皆増、２０２

ページから２０５ページの４目農地総務費は小規模土地改良事業助成金

の増、２０４ページから２０７ページの５目土地改良事業費では後潟上

地区区画整理事業に係る換地業務委託料の増や県事業負担金の減などが

あります。２０６ページから２０９ページの２項林業費では２，０２１

万７，０００円を計上しております。２０８ページから２１３ページの

３項水産業費は１億１，６４６万２，０００円を計上しており、２１０

ページから２１３ページの２目水産業振興費では、梶漁港しゅんせつ工

事費の皆増、２１２、２１３ページの３目漁港建設費で漁港海岸保全施

設機能保全計画策定委託料の皆増などがあり、６款全体では９．３％、

５，４６１万６，０００円減の５億３，１３１万４，０００円を計上し

ております。２１４ページから２２３ページまでの７款商工費、１項商

工費は、２１６ページから２１９ページの２目商工振興費におきまして、

山口東京理科大生定住促進業務委託料の皆増や、用地取得奨励金の皆減

のほか、工場設置奨励金の減、２２０ページから２２３ページの４目観

光宣伝費は、観光プロモーション調査委託料の皆増などがあり、７款全

体では８．１％、４，２４０万６，０００円減の４億８，１１７万６，

０００円を計上しております。次に、２２２ページから２２５ページま

での８款土木費、１項土木管理費は４，２６６万２，０００円を計上し

ております。２２４ページから２３３ページまでの２項道路橋りょう費

は３億９，４５６万１，０００円を計上しており、２２４ページから２

２７ページの１目道路橋りょう総務費では道路台帳整備委託料や小規模

土木事業助成金の増、２２８ページから２３１ページの３目道路橋りょ

う維持費では市道旭町後潟線舗装リフレッシュ事業などの増、２３０ペ

ージから２３３ページの４目道路新設改良費では市道浜崎１号線や市道

旦東線円人道跨線橋に係る工事委託料の減などがあります。２３２、２

３３ページの３項河川費は３億８，９６９万３，０００円を計上してお

り、東下津地区内水対策事業に係る工事請負費の増などがあります。２

３４、２３５ページの４項港湾費は６，０８１万円を計上しております。

２３４ページから２４５ページの５項都市計画費は１７億６，９３２万

８，０００円を計上しており、２３４ページから２３９ページの 1 目都

市計画総務費では都市計画基礎調査業務の皆減や地理情報システム更新

業務、都市計画道路整備に係る県事業負担金、下水道事業特別会計繰出

金の増があり、２４２ページから２４５ページの４目都市再生整備事業

費では、小野田駅前地区都市再生整備計画事業費の増があります。２４

４ページから２４９ページの６項住宅費は１億７，４８４万９，０００
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円を計上しており、市営住宅維持管理事業として、屋根防水工事などを

計上しております。８款全体では１２．４％、３億１，２０９万３，０

００円増の２８億３，１９０万３，０００円を計上しております。２４

８ページから２５１ページまでの９款消防費、１項消防費は２４８、２

４９ページの１目常備消防費におきまして宇部・山陽小野田消防組合費

分担金として、通常分担金に加え、特別分担金を含めて計上しているほ

か、２４８ページから２５１ページの２目非常備消防費では小型動力ポ

ンプ整備費の皆減、２５０、２５１ページの３目消防施設費は水道管路

更新に係る消火栓負担金の増などがあります。９款全体では１．８％、

１，８９２万３，０００円増の１０億４，５３７万５，０００円を計上

しております。２５２ページから２５７ページの１０款教育費、１項教

育総務費は３億３，６８１万６，０００円を計上しており、２５２ペー

ジから２５５ページの２目事務局費は退職手当の皆減、２５４ページか

ら２５７ページの３目指導研究費では教員用パソコン更新に係る機械器

具借上料の皆増などがあります。２５６ページから２６３ページの２項

小学校費は７億２，３５１万円を計上しており、２６２、２６３ページ

の３目学校建設費では埴生小中学校整備事業費の増があります。２６２

ページから２６７ページの３項中学校費は１億１，３４４万５，０００

円を計上しており、２６４ページから２６７ページの２目教育振興費で

は、生徒用パソコンリース期間の終了による機械器具借上料の皆減や２

６６、２６７ページの３目学校建設費は埴生中学校屋上改修事業や厚狭

中学校屋内運動場床改修事業の終了による減などがあります。２６６ペ

ージから２７１ページの４項幼稚園費は１億５９７万円を計上しており

ます。２７０ページから２８９ページの５項社会教育費は５億６，８８

４万８，０００円を計上しており、２７６ページから２８１ページの３

目図書館費は中央図書館の空調設備更新事業に係る工事請負費の皆減、

２８４、２８５ページの６目青年の家費では旧入場門解体事業費の皆減、

２８６ページから２８９ページの８目埴生地区複合施設整備事業費では

実施設計委託料の皆減や建築主体、電気設備、機械設備に係る工事請負

費などの増があります。次に、２８８ページから２９５ページの６項保

健体育費は６億５，５００万４，０００円を計上しており、２９０ペー

ジから２９３ページの２目給食費は平成３０年度の２学期から調理開始

を予定しております学校給食共同調理場に係る管理運営費を計上してい

るほか、２９２ページから２９５ページの３目給食共同調理場建設費で

は事業の進捗により、工事請負費や備品購入費の減などがあります。１

０款全体では２７．１％、９億３，１５２万円減の２５億３５９万３，

０００円を計上しております。また、２９４、２９５ページの１１款災
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害復旧費、１項鉱害復旧費は９万円を計上しております。下段の１２款

公債費、１項公債費は１目では地方債元金、２目では地方債利子及び一

時借入金利子の償還金を計上しております。過去に借り入れた市債の償

還額の減や近年の借入金利の情勢などにより３．６％、１億７７９万５，

０００円減の２８億９，７５１万円を計上しております。２９６、２９

７ページの１３款予備費、１項予備費では前年度と同額の５，０００万

円を計上しております。２９９ページから３０８ページでは当初予算に

おける給与費明細書のほか、債務負担行為や地方債に関連する調書を掲

載いたしております。最後に、財政指標につきまして財政力指数は３か

年平均で０．６１２、実質公債費比率は８．１％を見込んでおります。

以上、平成３０年度一般会計予算の歳入歳出におけます総括的な説明を

いたしました。御審査のほど、よろしくお願いします。 

 

矢田松夫委員長 執行部の説明が終わりました。質疑については各分科会で該

当部分の審査の際に行いたいと思いますが、総括説明でどうしても質問

をしたいということがありましたら、ここでお願いしたいと思います。 

 

吉永美子委員 予算の概要の１４ページ、１６ページ、歳入歳出の状況という

ことで比較、増減額、増減率があったんですが、項目によって、今御説

明いただいたものと違うところが何箇所かあったんですが、その理由を

御説明ください。 

 

篠原財政課長 予算概要につきましては６月補正後、肉付け予算との比較とし

て作成しています。今申し上げました総括的な説明につきましては、２

９年度の当初予算と３０年度の当初予算との比較で説明しましたので、

違いが出ております。 

 

河﨑平男委員 社会教育の関係で、歴史文化財等の資源を本市では生かそうと

いうことですが、目の中に文化財保護費はないんですか。あれほど重要

な文化財、資源がたくさんある中でやっていこうという中で、文化財保

護費というものがありませんが、どういうわけなんですか。 

 

篠原財政課長 １０款５項の中で文化財の目はありません。１０款５項１目社

会教育総務費の中に文化財関係の予算を計上しています。 

 

河﨑平男委員 文化財保護の関係の経費は幾ら取っていますか。これは交付税

措置とかが文化財には皆入りますよね。そういうものをなぜ取っていな
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いんですか。 

 

篠原財政課長 文化財保護費が幾らかというお尋ねですが、手持ち資料があり

ませんので詳細は分かりません。 

 

矢田松夫委員長 分科会で詳しくやるということでいいですか。（「はい」と

呼ぶ者あり）ほかにありますか。以上で質疑を終わります。以上で一般

会計予算決算常任委員会を閉会いたします。 

 

 

午後４時３５分 散会 

 

 

 

平成３０年３月６日 

 

 

一般会計予算決算常任委員長 矢 田 松 夫 


